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1．研究の背景

1.1　雇用流動性と企業業績との関連
経営を論ずる上で企業の業績は最も重要な要

素の 1 つであるが，業績に影響を与えうる要因
の 1 つとして雇用の流動性が挙げられる。雇用
の流動性についての議論は現在活発に行われて
おり，経営学はもとより経済学の分野において
も両者の関連が検討されている。

たとえば，経営学において両者の関連を論
じた理論的研究として， Abelson & Baysinger 
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（1984） に よ る 最 適 流 動 性 モ デ ル（optimal 
turnover model）が挙げられる。彼らの研究に
よると，雇用流動性の最適水準は企業によって
決まっており，雇用流動性がその水準より高
くても低くても，企業業績は低くなると論ず
る。すなわち，雇用流動性と企業の業績の関
連は，その最適水準を頂点とした逆 U 字型の
関連にあると主張している。実際に，Meier & 
Hicklin（2007）がアメリカの教育機関のデー
タを用いてこのモデルの妥当性を実証してい
る。また，Glebbeek & Bax（2004）はオラン
ダの人材派遣会社のオフィスを対象に調査を行
い，雇用流動性とオフィス業績の逆 U 字型の
関係を見出している。ただしこの結果は統計
的有意には至っておらず，著者らはその理由
として，最適水準よりも流動性の低いオフィ
スが少なかったことを挙げている。一方，Ton 
& Huckman（2008）は書店チェーン（Borders 
Group）を対象に調査を行い，離職の多い店舗
よりも離職の少ない店舗において，離職が店舗
業績を下げる効果が大きいことを見出してい
る。著者らによれば，雇用流動性の低い書店の
従業員はより経験を積んでいるため，彼らの離
職が店舗業績に与える悪影響はより大きくなる
と考えられている（Ton & Huckman, 2008）。
このように，雇用流動性と企業業績の関係につ
いてはさまざまな議論があり，未だ実証研究の
蓄積の途上といえる。

また，経済学領域の理論研究の一例として，
Morita（2001）が挙げられる。彼の研究では，
技術を継続的に改善する企業によって構成され
る市場では，その企業が培ってきた技術に通ず
る必要があるため低い雇用流動性が均衡となる
一方，継続的な改善が行われない市場では，逆
に高い流動性が均衡となるという。すなわち，
流動性の水準が業績に寄与するとは一概に言え
ず，最適な流動性は市場や企業特性によって変
わると主張している。

Morita（2001）は上記の議論の中で，従来の
日本の労働市場は雇用流動性の低い状態で均衡

してきたことを理論的に示している。一方，山
本・黒田（2016）は，近年では少子高齢化に伴
う人手不足や技術革新といった環境変化によっ
て上記の均衡状態が変化している可能性を指摘
する。2012 ～ 2015 年度の企業調査データに対
する彼らの分析では，日本的雇用慣行に近い企
業（従業員の定着率が高い・メンタルヘルスが
よい・教育訓練を実施している・離職率が低い
等の特徴をもつ）では，中途採用率の高い企業
ほど売上高経常利益率が高いことが示されてい
る。もし日本の労働市場において雇用流動性の
低い状態が今なお最適であるならば，雇用流動
性を変化させることによって業績は上がらない
はずである。そのため，山本・黒田（2016）が
示す結果から，日本的雇用慣行に近い企業の雇
用流動性は昨今の環境下では最適なレベルを下
回っていることが示唆される。

山本・黒田（2016）を踏まえると，日本的雇
用型の企業は中途採用を行うことで業績を上昇
させる余地があると考えられるが，雇用の流動
性が高まれば，各企業は自らの社員が他社へと
転職・流出するリスクに対応する必要が出てく
る。日本政府は 2011 年度には 7.4％であった転
職入職率（パートタイムを除く一般労働者）を
2018 年度までに 9.0% に上昇させることを政策
目標として掲げた（内閣府 , 2016）。2016 年実
績は 8.0%，2017 年は 8.6% と目標をやや下回
った（厚生労働省 , 2018）が，「未来投資戦略
2018」では引き続き 2020 年までの目標値とし
て 9.0% が堅持されている（内閣府 , 2018）。

1.2　�雇用流動性と従業員個人の心理・行動と
の関連

前節では，雇用流動性が企業業績に及ぼす影
響についての先行研究を概観した。他方，流動
性が個人の心理・行動に与える影響について
は，近年，社会心理学の領域で盛んに研究され
ている。ただし，それらの研究で扱われている
のは雇用流動性に限らず，より一般的な社会に
おける人的流動性である。
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このうち，岩谷・村本（2017a）は，地域社
会における居住地流動性（residential mobility; 
Oishi, Rothman, Snyder ほか , 2007）を扱った
調査研究を行った。居住地流動性とは住民の入
れ替わりを意味し，対人関係や集団の閉鎖性が
高い「低流動性社会」では，一度他者から排斥
されてしまうと新たに対人関係を結ぶことが困
難であり，最悪の場合社会的孤立の状態に陥る
リスクが存在する（Takemura, 2014）。そのた
め，低流動性社会の人々は社会的な評判の低下
に敏感であり，自らの評判を低下させないよう
にふるまう傾向がある（岩谷・村本 , 2017a）。
これに対して，住民の入れ替わりが頻繁に行わ
れる「高流動性社会」では，周囲の他者からの
評判が低下しても，別の集団に移動することな
どによって新たな対人関係を結び，評判低下の
デメリットを解消できる可能性が残されてい
る。ただしこうした高流動性社会では，誰にと
っても評判低下のコストが一律に小さいわけで
はなく，新たな集団に容易に移動できる者とそ
うでない者，新たな他者と関係を取り結ぶ力の
ある者とそうでない者との間で，事情が異なる
可能性がある。そのため，社会環境レベルの流
動性（対人関係を結ぶ機会の多さ）に加え，各
個人がその流動性（機会）をどの程度活用でき
るかという個人の能力や特性に着目した検討も
近年ではなされている（岩谷・村本 , 2017b；
Iwatani, Takahashi, & Muramoto, 2018）。たと
えば岩谷・村本（2017b）は，一定の流動性を
有する社会においては，業績の高い者よりも低
い者の方が，自分が今いる集団から排斥された
場合に別の集団に移動できる可能性が低いと考
えているために，今いる集団内での評判低下を
より恐れる傾向があることを，大学生を対象と
した小集団実験によって示している。この実験
の参加者は，実験者から与えられたタスクに各
自で取り組んだが，その成績は集団単位で集計
され，集団成績に応じてメンバー全員に報酬が
提供されることになっていた。1 回目のタスク
が終わると，2 回目に移る前に，同じ実験に参

加している複数の集団間でメンバーの入れ替え
があることが予告された。この入れ替えはメン
バーの相互評価に基づいて行われ，今いる集団
内で評価の低い個人は集団から追い出される可
能性があるが，追い出されても個人成績が良け
れば別の集団に受け入れられる可能性があると
いう状況だった。こうした状況下では，1 回目
のタスクの個人成績が悪い参加者ほど，所属集
団からの追放を避けるために，他のメンバーか
らの評価を高めるためのアピール行動（2 回目
に向けてタスクの練習により長く取り組む決意
を示すなど）をとることが明らかになった。

このように，社会心理学では社会の流動性，
及びその高低に応じた「評判低下コスト」（所
属集団内で自らの評判が低下したときに受ける
ダメージの大きさ），さらには個人の業績（job 
performance）と評判低下コストの関連につい
て検討がなされてきた。本研究では，これらの
先行研究から得られた知見を，雇用流動性と転
職行動との関連の検討に応用する。まず，転職
行動を「雇用流動性を活用する行為」として捉
えた上で，転職行動を行う者の個人特性につい
て検討する。具体的には，高業績者は雇用流動
性を積極的に活用してより良い条件の職を得る
ことを志向し，より自発的に転職行動を行うこ
と，逆に，低業績者はより良い条件のオファー
を受けにくく自発的な転職が困難であることを
想定する。その上で，低業績者にとっては現在
所属している職場における評判低下のコストが
大きいと想定した上で，こうした評判低下のコ
ストが個人業績と転職行動の関連を調整する可
能性について検討を行う。以上を通じて，能
力・業績といった個人要因と，企業風土という
環境要因とのインタラクションの様相を捉える
ことを目指す。次節では，こうした本研究の視
点についてより詳しく述べる。
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2. 先行研究の課題と本研究の仮説

2.1　個人業績と転職行動の関連
上述の通り，本研究では転職行動を流動性活

用の指標として見立てた上で，高業績者が低業
績者に比べ，流動性を積極的に活用してより積
極的に転職行動を行う可能性があることを予測
し，この予測の妥当性について検討を行う。さ
らに，こうした個人の業績と転職行動との関係
に影響を及ぼす調整要因についても検討する。

転職行動についての経営学的な研究では，転
職を行う人物の特性についての検討が盛んに
なされている（e.g., Griffeth, Hom, & Gaertner, 
2000）。そのうち，個人業績と転職行動の関連
に関する研究も既になされている。例えば，
Jackofsky（1984）は高業績者ほど（離職先の
選択肢が多いと予想されるため）離職意図が大
きくなる可能性を主張している。それに対し，
Nyberg（2010）は高業績者ほど（満足度が高
いため）離職意図が小さいことを実証してい
る。また，Williams & Livingstone（1994）は
メタ分析を通じて業績の低い者ほど離職意図が
高いことを実証している。

上記のように個人業績と転職行動の関連につ
いては議論が分かれているが，Trevor, Gerhart, 
& Boudreau（1997）は Williams & Livingstone

（1994）によるメタ分析について分析対象の
データの少なさなどの観点から限界を論じた上
で，被雇用者の業績と離職意図の関係は U 字型
であることを実証的に示している。すなわち，
平均的な（中程度の）業績の者と比べると，高
業績者も低業績者も離職率が高いことを示して
いる。この結果は Jackofsky（1984）や Nyberg

（2010）と一見矛盾するが，前者の研究はあく
まで考察にとどまり実証的なデータによって示
されておらず，後者の研究は業績の 2 乗項を入
れない回帰分析のみがなされており U 字型か
否かについては検証されていない。

個人業績が特に高い者と特に低い者がいずれ
も転職しやすいとする Trevor et al.（1997）の

知見には，一定の説得力がある。ただしこれは，
両者が転職を志向する理由が同一であることを
意味するものではない。以上の議論を踏まえ，
本研究では，特に個人業績が高い者（エリート
層）に注目する。その上でまず，「高業績者は
雇用流動性を積極的に活用し，より自発的に転
職行動を行う」という本研究の想定を確認する
ため，企業内で特に業績を高く評価されている
社内エリート層の従業員と，より幅の広い一般
層の従業員とを比較するかたちで以下の仮説を
立て，これを検証する（仮説 1）。

仮説 1：�高業績者（エリート層）は一般層に
比べ，転職意図が高いだろう。

2.2　�個人業績と転職行動の関連を調整する
　　  要因１：職務満足度

上記のような個人業績が離職行動にもたら
す効果は，他の要因によって調整されるのだ
ろうか。こうした調整効果を見た研究として，
Trevor et al.（1997）が挙げられる。彼らは昇
給という要因に着目し，昇給の程度が個人業績
と転職行動の関連を調整することを実証してい
る。具体的には，昇給の程度が小さいときには
高業績者の離職率は平均的な業績の者より高い
一方で，昇給の程度が大きいときにはそうした
傾向は見られないことが示されている。また，
Salamin & Hom（2005）はスイスの銀行に勤
めるスイス国民のデータを基にボーナスの多寡
が離職行動に与える影響に着目した検討を行
い，直近のボーナスが高いほど離職行動のリス
クは小さくなること，さらにこうしたボーナス
の効果は高業績者にとって大きいことを示して
いる。

Nyberg（2010）は，給料やボーナスを含む
トータルの賃金（給与）上昇が高業績者の離
職行動を顕著に抑制することを示したほか，高
業績者ほど職務満足度が高く，それゆえに離職
しにくいという媒介効果も報告している。こう
した結果について Nyberg（2010）は，高業績
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者の職務満足度は「業績に見合った賃金（給
与）が得られる」という認知によって高まりや
すく，これが彼らに離職を思いとどまらせる動
因になり得ると推論している。しかし，職務
満足度が業績と離職行動の関連を調整すると
いう知見を実証データに基づいて呈示するに
は至っていない。そこで本研究では職務満足
度を調整要因として想定し，職務満足度が高
い状況では高業績者も転職する必要性は小さ
く業績と離職意図との関連は見られない一方
で，職務満足度が低い状況では仮説 1 と同様に
高業績者ほど離職意図が高いと予想する。な
お，Nyberg（2010）を含め「全体的な職務満
足度（overall job satisfaction）」が転職行動と
負の相関をもつことはいくつかの先行研究で示
されている（Carsten & Spector, 1987; Nyberg, 
2010; Randhawa, 2007）。本研究では職務満足
度が給与以外にも職務の内容や成果の評価，職
場の人間関係等々の多元的な構成要素をもつ
広い概念であることを踏まえ（e.g., 安達 , 1998; 
Herzberg, 1968），給与に対する満足度以外の
質問項目を含めた複数の質問項目によって職務
満足度を測定したうえで仮説を検証する。

仮説 2：�職務満足度は，個人業績が転職意図
に与える正の効果を弱めるだろう。

2.3　�個人業績と転職行動の関連を調整する
　　  要因２：包摂性の風土

仮説 2 は個人の職務満足度に着目したが，組
織風土などの組織要因も個人業績と転職意図の
関係を調整する要因として考えられる。本研
究では，包摂性の風土（climate for inclusion; 
Nishii, 2013）に着目し，包摂性の風土の高い
職場であれば高業績のエリート層と一般層との
間で転職を試みる程度は異ならない一方，包摂
性の風土の低い職場であれば高業績者（エリー
ト層）は一般層よりも転職を試みる程度は大き
いという仮説を立てた。

包摂性の風土とは「あらゆる属性の従業員に

平等に機会を提供し，意思決定に関与すること
を可能にする」風土を指している（正木・村
本 , 2017, p.14）。この包摂性の風土が高い職場
ほど，従業員のワークモチベーションや情緒的
コミットメントを高めて離職意図を下げ（正
木・村本 , 2017），様々なコンフリクトを低減
する（Nishii, 2013）などの関係が知られてい
る。さらに，こうした包摂性の風土と各種要因
のポジティブな関係は，当該組織や社会におけ
るマイノリティの従業員，具体的には性別や人
種・民族の観点におけるマイノリティに特に
顕著だとされる（Shore, Cleveland, & Sanchez, 
2018; van Knippenberg, Homan, & van Ginkel, 
2013）。なぜなら，組織におけるマイノリティ
は表面的な属性から生じる偏見によって能力に
よる平等な評価が行われにくいことや，本来の
能力に比べて低い評価が与えられやすいことを
懸念しており，マジョリティ以上に当人の属性
などに依存しない公正かつ平等な評価（＝包摂
性の高い風土）を重視しているためである。こ
のように，包摂性の風土は組織におけるマイノ
リティを含む，適正な評価を受けにくい個人，
適正な評価が受けられなかった場合のデメリッ
トが大きい個人によって，特に重視される傾向
があると考えられる。

以上を踏まえ，本研究では能力が秀でている
社員とそうでない社員の間にも上記と同様の論
理が成り立つと予想した。具体的には，能力が
秀でている社員は，能力に基づく平等な評価が
行われない場合の損失が一般の社員以上に大き
い，と想定した上で，包摂性の風土が高い状況
では，能力が秀でている社員とそうでない社員
の間には離職意図の違いは見られない一方，包
摂性の風土が低い場合には，能力が秀でている
社員ほど特に離職意図が高いと予測し，この可
能性について検討した。

仮説 3：�包摂性の風土は，個人業績が転職意
図に与える正の効果を弱めるだろ
う。具体的には，包摂性の風土が低
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い職場では高業績者（エリート層）
は一般層よりも転職意図を高めやす
いが，包摂性の風土が高い職場では
業績の高低によって転職意図は変わ
らないだろう。

2.4　�個人業績と転職行動の関連を調整する
　　  要因 3：移動コストの調整効果

さらに，本研究では転職に伴う評判低下可能
性の大小によって，個人業績の高低が転職意図
に与える影響が異なると予想する。一般層の従
業員は高業績者（エリート層）と比べて離職
先の候補が少ないと考えられるが（Jackofsky, 
1984），他の集団への移動が困難な者にとって
評判低下のコストはより大きいという社会心
理学の議論（Takemura, 2014）を踏まえると，
一般層の従業員はその移動可能性の小ささ故
に，評判低下コストが大きい。そのため，転職
に伴う評判低下の可能性が大きいとき，彼らは
高業績のエリート層に比べて転職を控えると考
えられる。一方，高業績者は離職先の候補が大
きく（≒移動可能性が大きく），評判低下に伴
うコストが相対的に小さい。そのため，評判低
下可能性が大きな場合であっても転職意図の低
下は限定的であると考えられる。以上を踏ま
え，本研究では以下の仮説を設定する。

仮説 4-1：�集団間移動に伴う評判低下のコスト
は，個人業績が転職意図に与える正
の効果を強めるだろう。具体的には，
集団間移動に伴う評判低下のコスト
が小さい場合は高業績者（エリート
層）と一般層とで転職意図は変わら
ないが，評判低下のコストが大きい
場合は一般層の方が高業績者（エ
リート層）よりも転職意図が小さく
なるだろう。

また，本研究では転職に伴うサンクコストに
着目した検討も行う。Nyberg（2010）は，失

業率が個人の業績と離職行動の関係を調整する
ことを示しており，業績の低い者は労働市場に
おける競争力が低いため，雇用をめぐっての争
いが激しい失業率の高い状況よりも，失業率の
低い状況において離職を行うことが示されてい
る。一方，高業績者はそのパフォーマンスの高
さ故に失業率の高い場合でも転職先が決まると
考えられる。実際に Nyberg（2010）のデータ
を見ると，高業績者については失業率の低いと
きほど離職するという結果は得られておらず，
むしろ逆の結果が得られている。上記の結果
は，業績の低い者は労働市場における競争力が
低く，転職に際してコストやリスクをとること
が難しいことを示唆する。

以上の結果を踏まえ，本研究では転職に伴う
サンクコストに着目する。上記の議論を踏ま
えると，サンクコストが大きな場合，高業績
者（エリート層）はサンクコストを回収できな
いリスクをとって転職を行う可能性がある一方
で，相対的に業績の低い一般層の従業員はそう
したリスクをとることが難しく転職を控えると
考えられる。高業績者にとっては，たとえ現在
の勤務先でこれまで積み重ねてきた労力や投資
が転職によって失われるとしても，転職先で新
たなベネフィットを得られる可能性が高いため
である。本研究では，上記の可能性について検
討を行う。

仮説 4-2：�転職に伴うサンクコストは，個人業
績が転職意図に与える正の効果を強
めるだろう。具体的には，転職に伴
うサンクコストが小さい場合は高業
績者（エリート層）と一般層とで転
職意図は変わらないが，転職に伴う
サンクコストが大きい場合は一般層
の方が高業績者（エリート層）より
も転職意図が小さくなるだろう。
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3.  方　法

3.1　調査対象者
民間企業 2 社と共同で 2 つのサンプルから

データを収集した。1 つ目のデータは企業にお
いて個人業績を特に高く評価されているエリー
ト層から収集し，2 つ目のデータは web 調査
を通じて一般層から広く収集した。エリート層
については，日本において各種業界で主要な位
置を占める企業 15 社の人事担当者に対して，

「貴社のホワイトカラー職の正社員の方の中で
『社内トップ 5% に入る優秀な人材』を 5 名選
んでください」と依頼を行った。また選出にあ
たって「対象者が一つの部署に偏らないよう，
可能な限り複数の部署の従業員の方にお配りい
ただくようお願いいたします」「すでに取締役
になっている年配者は除外し，30 ～ 40 代に限
定してください」とも付言した。回答にあたっ
ては，人事部担当者から該当社員に調査票と返
送用封筒を渡し，個人の回答結果を人事部にフ
ィードバックすることはしなかった。最終的に
合計 67 名からの回答を得た。人事担当者に抽
出を依頼することで，主観的な業績ではなく，
ある程度客観的な視点で業績の高さが認められ
る者を調査対象とするよう試みた。

一般層については，インターネット調査会社
に委託し，22歳から59歳の会社員309名のデー
タを収集した。サンプルには個人業績の高い者
から低い者まで幅広く含まれることが想定され
るため，会社員全体を母集団とする平均的な業
績の者の動向を捉える可能性が高まる。以上 2
つのサンプルを対象とし，個人業績が特に高い
エリート層と，相対的には彼らよりも業績の低
い一般的な従業員との比較を行うことを目指し
た 1。

以上合計 376 名からのデータを得たが，以下
では全ての質問項目に回答した 336 名について
の分析結果を述べる。まず，エリート層サンプ
ルと一般層サンプルにおけるデモグラフィック
変数は表 1 の通りである。t 検定を行ったとこ

ろ，エリート層サンプルの方が，平均年齢が低
く（t(78.50) = 3.08, p  < .01），年収が高いこと
がわかった（t(74.06) = -6.09, p  < .001）。また，
カイ二乗検定を行ったところ，エリート層サン
プルの方が既婚者の割合が高いことが分かった

（χ2(1) = 7.72, p  < .01）。こうしたデモグラフィ
ック特性の差異は従属変数に影響を及ぼす可能
性があるため，仮説検証に際しては統制変数と
して投入することとした。なお，一般層サンプ
ルについては業種・企業規模・学歴に関する測
定を行っていないため，それらの点に関する両
層の比較はできなかった。

3.2　尺　度
本研究では 2 つの調査で共通する下記の項目

を分析した。

3.2.1　離職意図
「今までに，この勤め先を辞めることを考え

た事はない」，「もしこの勤め先以外への転職の
機会があっても転職はしないと思う」，「この勤
め先にずっといつづけるつもりだ」の 3 項目を
尋ね，それぞれ「1：あてはまる」，「2：ややあ
てはまる」，「3：どちらともいえない」，「4：あ
まりあてはまらない」，「5：あてはまらない」

16 
 

表 1 各層におけるデモグラフィック変数の平均値  
 

 
 
表 2 各項目間の記述統計と相関係数 

 
  

エリート層 一般層
（N  = 48) (N  = 288)

年齢 37.44歳 41.06歳
(7.15) (9.63)

年収 3.63 2.66
(0.98) (1.23)

勤続年数 10.79年 12.55年
(6.64) (10.12)

男性の割合 81.3% 70.8%
既婚者の割合 81.3% 59.0%

Note 1.括弧内は標準偏差
Note 2. 年収については，「1：300万円未満」，「2：300～
500万円未満」，「3：500～700万円未満」，「4：700～
1000万円未満」，「5：1000～1250万円未満」，「6：1250
～1500万円未満」，「7：1500～2000万円未満」，「8：
2000万円以上」

Mean SD α 最小値 最大値
1) 離職意図 3.27 1.09 0.84 1.00 5.00 -0.58 *** -0.35 *** -0.18 ** -0.32 *** -0.16 ** -0.21 *** -0.24 *** -0.20 *** -0.14 * -0.11 † -0.05
2) 職務満足 3.11 0.95 0.88 1.00 5.00 0.57 *** -0.07 0.18 ** 0.35 *** 0.03 0.31 *** 0.09 † 0.01 0.15 ** 0.31 ***
3) 包摂性の風土 2.98 0.95 0.90 1.00 5.00 -0.12 * 0.08 0.25 *** -0.05 0.15 ** -0.05 -0.03 -0.01 0.29 ***
4) 評判低下コスト 2.38 1.00 - 1.00 5.00 0.38 *** -0.19 *** 0.12 * -0.05 0.17 ** 0.02 -0.04 -0.30 ***
5) サンクコスト 2.88 1.10 - 1.00 5.00 -0.02 0.08 0.05 0.20 *** 0.08 -0.08 -0.13 *
6) 主観的業績 3.17 0.74 0.66 1.00 5.00 0.01 0.20 *** -0.04 -0.02 0.06 0.18 **
7) 年齢 40.54 9.39 - 22.00 59.00 0.45 *** 0.61 *** 0.46 *** 0.29 *** -0.14 *
8) 年収 2.79 1.24 - 1.00 7.00 0.43 *** 0.47 *** 0.32 *** 0.27 ***
9) 勤続年数 12.30 9.71 - 0.00 41.00 0.31 *** 0.24 *** -0.06
10) 男性ダミー（男性=1, 女性=0） 0.72 0.45 - - - 0.25 *** 0.08
11) 結婚ダミー（既婚=1, 未婚=0） 0.62 0.49 - - - 0.16 **
12) 優秀ダミー（優秀=1, 一般=0） 0.14 0.35 - - -

Note 1: N  = 336
Note 2: ダミー変数については最小値・最大値の記載は割愛した。
Note 3: †p  < .10, *p  < .05, **p  < .01, ***p  < .001

7 8 9 10 11 121 32 4 5 6

表 1　各層におけるでもグラフィック変数の平均値
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の 5 件法で測定した。勤続意図と関連する質問
項目であるが，値が高いほど離職意図が高いよ
うに測定している。

信頼性係数を求めたところα＝ 0.84 と十分
に高い値であったため，各質問項目を単純加算
後に平均化し，離職意図の値とした。平均値は
3.27，標準偏差は 1.09 であった。

3.2.2　職務満足度
本研究において独自に作成を行った「今の勤

め先で十分に自分の能力・技術を生かすことが
できていると思う」，「現在の仕事内容に満足し
ている」，「この勤め先に愛着を持っている」，

「勤務地や給与などの雇用条件に満足してい
る」，「働く環境に満足している」の 5 項目を尋
ね，それぞれ「1：あてはまる」，「2：ややあて
はまる」，「3：どちらともいえない」，「4：あま
りあてはまらない」，「5：あてはまらない」の
5 件法で測定した。

値が大きいほど職務満足度が高いことを示す
ように反転処理を施した。信頼性係数はα＝
0.88 と十分に高い値であった。各質問項目を単
純加算後に平均化し，職務満足度の値とした。
平均値は 3.11，標準偏差は 0.95 であった。

3.2.3　包摂性の風土
正木・村本（2017）に基づき，「私の勤め先

には，不平や不満をリスクを負わずに訴える方
法がある」，「私の勤め先では，同じ働きをした
人は同じだけ報酬等で報われている」，「私の勤
め先では，公平な人材登用が行われている」，

「私の勤め先では，すべての人に平等に成長の
チャンスが与えられている」，「私の勤め先で
は，仕事上の役割だけでなく，個々人の性格や
人柄も大切にされている」，「私の勤め先には，
異なる視点を大事にする文化がある」，「私の勤
め先は，社員同士が対立を乗り越えて新しいア
イディアや成果につなげるために力を尽くそう
としている」の 7 項目を尋ね，それぞれ「1：
あてはまる」，「2：ややあてはまる」，「3：ど

ちらともいえない」，「4：あまりあてはまらな
い」，「5：あてはまらない」の 5 件法で測定し
た。

値が大きいほど包摂性の風土が高いことを示
すように反転処理を施した。信頼性係数を求
めたところα＝ 0.90 と十分に高い値であった。
各質問項目を単純加算後に平均化し，包摂性
の風土の値とした。平均値は 2.98，標準偏差は
0.95 であった。

3.2.4　移動に伴う評判低下のコスト
本研究において独自に作成した 1 項目「職場

を変えてしまうと，人間関係の中で白い目で見
られかねないと思う」について，「1：あてはま
る」，「2：ややあてはまる」，「3：どちらともい
えない」，「4：あまりあてはまらない」，「5：あ
てはまらない」の 5 件法で測定した。項目は独
自に作成されているものの，宮島・山口（2018）
の「他者からの否定的な評価懸念」の質問項目
の 1 つ（「白い目でみられてしまうだろう」）と
類似しており，妥当性について大きな問題はな
いと考えられる。ただし，調査票の紙幅の制約
から 1 項目のみによって測定を行っている点に
は限界が残る。

分析にあたっては，値が大きいほどが評判低
下のコストが高いことを示すように反転処理を
施した。平均値は 2.38，標準偏差は 1.00 であ
った。

3.2.5　サンクコスト
「職場を変えることによって，それまでの職

場で培ったものを失ってしまうと思う」につい
て，「1：あてはまる」，「2：ややあてはまる」，

「3：どちらともいえない」，「4：あまりあては
まらない」，「5：あてはまらない」の 5 件法で
測定した。ただし「職場の中で培ったもの」と
して具体的にはスキルや人脈などを想定して作
問を行ったものの，回答者によってどのような
ものを想像して回答したのかが異なる可能性が
ある。従ってこの項目は個別具体的な「培った
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もの」の有無について聞いたものというより
も，回答者の総合的かつ主観的なサンクコスト
の高低を聞くものとなっている。なおこの項目
も上記の評判低下のコストと同様，独自に作成
した 1 項目による測定にとどまっており，限界
が残る。

分析にあたっては，値が大きいほどサンクコ
ストが大きいことを示すように反転処理を施し
た。平均値は 2.88，標準偏差は 1.10 であった。

3.2.6　主観的業績
Robinson（1996）を基に 2 項目からなる主

観的業績を測定した。1 つ目の項目は自分自身
の評価を行うもので，「あなたは，自分自身の
仕事上のパフォーマンスがどの程度であると考
えていますか」と質問した。2 つ目の項目は上
司から自分に対する評価の推測を行うもので，

「あなたは，上司が，あなたの仕事上のパフォー
マンスをどの程度のものと評価していると思い
ますか」という内容である。どちらの質問に対
しても「1：最小」から「5：最大」までの 5 件
法で測定された。

Robinson（1996）にならって自分自身に対す
る自己評価と，上司からの評価の推測を単純加
算後平均した値を主観的業績の得点とした。両
者の相関は中程度であった（r = .49, p  < .01）。
なお，この得点が両サンプル間（エリート層サ
ンプルと一般層サンプル）で異なるかについ
て検討したところ，エリート層サンプル（M = 
3.49, SD = .74）の方が一般層サンプル（M = 
3.12, SD = 0.73）よりも主観的業績の平均値が
高いことが分かり，本研究の想定に合致してい
た（t (334) = 3.26, p  < .01）。なお，エリート層
サンプルでの信頼性係数は 0.64，一般層サンプ
ルでの信頼性係数は 0.65，両者を合わせたデー
タでの信頼性係数は 0.66 であった。

3.2.7　統制変数
その他，従来の研究（e.g, Gray & Phillips, 

1994; 厚生労働省 , 2018; Salamin & Hom, 2005）

で離職率との関連が指摘されているデモグラフ
ィック特性として，性別（男性＝ 1, 女性＝ 0
のダミー変数），年齢，年収，勤続年数，結婚
の有無（既婚＝ 1, 未婚＝ 0 のダミー変数）を
測定し，統制変数とした。

年収については，「1：300 万円未満」，「2：
300～500万円未満」，「3：500～700万円未満」，

「4：700 ～ 1000 万円未満」，「5：1000 ～ 1250
万円未満」，「6：1250 ～ 1500 万円未満」，「7：
1500 ～ 2000 万円未満」，「8：2000 万円以上」，

「9：わからない・答えたくない」の 9 件法で測
定した。ただし 9 を選択した者は年収を変数と
して用いる分析からは除外した。

3.3　分析方法
離職意図を従属変数とした階層的重回帰分析

を行った。第 1 ステップではデモグラフィック
変数（性別，年齢，勤続年数，年収，結婚の有
無）を投入した。第 2 ステップでは，上記のデ
モグラフィック変数に加え，個人の業績（エ
リート層サンプル＝ 1, 一般層サンプル＝ 0 と
してダミー化）を投入した（仮説 1 の検証）。
第 3 ステップでは，第 2 ステップまでに投入し
た変数に加え，職務満足度，包摂性の風土，移
動に伴う評判低下のコスト，サンクコストの主
効果を投入した。第 4 ステップでは，第 3 ステ
ップまでに投入した変数に加え，業績と職務満
足度の交互作用，業績と「包摂性の風土」の交
互作用，業績と「移動に伴う評判低下のコスト」
の交互作用，業績とサンクコストの交互作用を
投入した。

4. 結　果

各変数間の相関係数は表 2 のとおりとなっ
た。まず包摂性の風土と職務満足の間に正の相
関が見られた。加えて離職意図に関連する結果
として，職務満足，包摂性の風土，評判低下コ
スト，サンクコスト，主観的業績のすべての変
数が離職意図との間に負の相関を示していた。
このことから，本研究で取りあげた変数はいず
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れも離職意図について検討するうえで重要な指
標であることが確認された。また勤続年数が高
いほど，サンクコストと評判低下コストの両方
が高まる相関関係がみられた。一般的に同じ組
織に属する期間が長くなるほど，自組織に固有
のスキルや人脈が多く培われることが推測され
ることから，両コストに関する項目が一定程度
妥当なものと示唆される。

続いて仮説を検証するために階層的重回帰分
析を行った。結果は表 3 のとおりであり，第 1
ステップから第 2 ステップにかけての決定係
数の上昇は 1% 未満にとどまり（Δ F(1, 329) = 
.17, n.s.），個人業績についてのダミー変数を投
入することによる説明率の上昇は見られなかっ
た。よって，仮説 1 は支持されなかった。

一方，第 2 ステップから第 3 ステップにかけ
ては決定係数の有意な上昇が見られた（Δ F(4, 
325) = 54.06, p < .001）。主効果について見ると，
職務満足の高い者ほど（β = -.55, p  < .001），
移動に伴う評判低下のコストを高く認識する
者ほど（β = -.14, p  < .01），転職に伴うサン
クコストを高く認識する者ほど（β = -.13, p  < 
.01），転職を控えることが分かった。

さらに，第 3 ステップから第 4 ステップにか
けても決定係数の有意な上昇が見られた（Δ
F(4, 321) = 3.59, p  < .01）。交互作用効果につい
て見ると，包摂性の風土と個人業績との有意な
交互作用が見られた（β = -.12, p  < .05）。単純
主効果について分析を行ったところ，包摂性の

風土が低い場合についてはエリート層の方が転
職意図が高かった一方（β = .28, p < .01），包
摂性の風土が高い場合については業績と転職意
図の関連は見られず（β = .04, n.s.），仮説 3 は
支持された。さらに，個人業績と評判低下コス
トとの有意傾向の交互作用が見られた（β = 
.11, p < .10）。こちらも単純主効果について分
析を行ったところ，移動に伴う評判低下のコス
トが大きい場合は一般層サンプルの方が転職意
図が小さかった一方（β = .27, p < .05），評判
低下のコストが小さい場合は両者の関連は見ら
れず（β = .05, n.s.），仮説 4-1 は支持された。
ただし，職務満足度と業績の交互作用，及び転
職に伴うサンクコストと業績の交互作用は見ら
れず，仮説 2 と仮説 4-2 は支持されなかった 2。

5. 考　察

5.1　結果のまとめ
本研究の目的は，（1）労働市場における個人

の業績に着目した上で，特に業績の高いエリー
ト層と一般層との間での離職意図の違いを検討
すること，及び（2）個人の業績と離職意図の
関係を調整する要因を明らかにすることであっ
た。

まず，（1）の目的に関して，本研究の結果は
仮説 1 を支持せず，高業績者（エリート層）の
方がより強い転職意図をもつという単純な関連
は確認されなかった。ただし，後に述べる通り，
業績の高さは組織の環境に関わるいくつかの要
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表 1 各層におけるデモグラフィック変数の平均値  
 

 
 
表 2 各項目間の記述統計と相関係数 

 
  

エリート層 一般層
（N  = 48) (N  = 288)

年齢 37.44歳 41.06歳
(7.15) (9.63)

年収 3.63 2.66
(0.98) (1.23)

勤続年数 10.79年 12.55年
(6.64) (10.12)

男性の割合 81.3% 70.8%
既婚者の割合 81.3% 59.0%

Note 1.括弧内は標準偏差
Note 2. 年収については，「1：300万円未満」，「2：300～
500万円未満」，「3：500～700万円未満」，「4：700～
1000万円未満」，「5：1000～1250万円未満」，「6：1250
～1500万円未満」，「7：1500～2000万円未満」，「8：
2000万円以上」

Mean SD α 最小値 最大値
1) 離職意図 3.27 1.09 0.84 1.00 5.00 -0.58 *** -0.35 *** -0.18 ** -0.32 *** -0.16 ** -0.21 *** -0.24 *** -0.20 *** -0.14 * -0.11 † -0.05
2) 職務満足 3.11 0.95 0.88 1.00 5.00 0.57 *** -0.07 0.18 ** 0.35 *** 0.03 0.31 *** 0.09 † 0.01 0.15 ** 0.31 ***
3) 包摂性の風土 2.98 0.95 0.90 1.00 5.00 -0.12 * 0.08 0.25 *** -0.05 0.15 ** -0.05 -0.03 -0.01 0.29 ***
4) 評判低下コスト 2.38 1.00 - 1.00 5.00 0.38 *** -0.19 *** 0.12 * -0.05 0.17 ** 0.02 -0.04 -0.30 ***
5) サンクコスト 2.88 1.10 - 1.00 5.00 -0.02 0.08 0.05 0.20 *** 0.08 -0.08 -0.13 *
6) 主観的業績 3.17 0.74 0.66 1.00 5.00 0.01 0.20 *** -0.04 -0.02 0.06 0.18 **
7) 年齢 40.54 9.39 - 22.00 59.00 0.45 *** 0.61 *** 0.46 *** 0.29 *** -0.14 *
8) 年収 2.79 1.24 - 1.00 7.00 0.43 *** 0.47 *** 0.32 *** 0.27 ***
9) 勤続年数 12.30 9.71 - 0.00 41.00 0.31 *** 0.24 *** -0.06
10) 男性ダミー（男性=1, 女性=0） 0.72 0.45 - - - 0.25 *** 0.08
11) 結婚ダミー（既婚=1, 未婚=0） 0.62 0.49 - - - 0.16 **
12) 優秀ダミー（優秀=1, 一般=0） 0.14 0.35 - - -

Note 1: N  = 336
Note 2: ダミー変数については最小値・最大値の記載は割愛した。
Note 3: †p  < .10, *p  < .05, **p  < .01, ***p  < .001

7 8 9 10 11 121 32 4 5 6

表 2　各項目間の記述統計と相関係数
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因とインタラクトするかたちで転職意図に対し
て一定の効果をもっていた。

続く（2）の目的に関しては，本研究では「職
務満足度」，「組織風土」，「移動に対するコスト」
の 3 つの観点から検討を行った。

結果，組織風土に関する仮説（仮説 3）と集
団間移動に伴う評判低下というコストについて
の仮説（仮説 4-1）については支持された。ま
ず，仮説 3 のとおり，包摂性の風土が低い職場
では高業績者（エリート層）は一般層よりも転
職意図を高めやすいが，包摂性の風土が高い職
場では業績の高低によって転職意図は変わらな
いという結果が示された。包摂性の風土とは，
従業員の属性に関わらず，活躍の機会が平等に
提供され，能力が適正に評価されるような職場
風土を意味する。エリート層の社員は一般層の
社員に比べ，能力以外の観点で人材登用や評価
がなされる場合に被る不利益や，その不利益を
理由とした不満が大きくなりやすいため，包摂

性の風土が低い職場では転職の意図をより高め
ると考えられる。加えて，エリート層の社員は
その能力の高さゆえに，新たな企業に受け入れ
られる可能性が一般的な社員よりも大きい。し
たがって，組織風土が好ましいものでない場合
には，いわば雇用の流動性という環境を「活用」
しているともいえるだろう。今後の研究では，
転職機会の多寡といった流動性に関わる環境要
因を変数に加え，より精緻な検討を行うことが
望ましい。

また，転職に伴う評判低下のコストが大きい
場合には高業績者（エリート層）と一般層との
間で離職意図の違いが見られるが，コストが小
さい場合には両者の差異が見られなくなるとい
う結果が示された（仮説 4-1）。この結果は，転
職に伴う評判低下が懸念される状況下におい
て，エリート層の社員ほどそれを上回るメリッ
トを予期して転職に踏み切る可能性が高いのに
対し，一般層の社員は評判低下の懸念が足かせ
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表 3 階層的重回帰分析の結果 

 

年齢 -0.10(0.07) -0.10(0.08) -0.14(0.06) * -0.14(0.06) *
年収 -0.17(0.07) * -0.16(0.07) * 0.01(0.06) 0.01(0.05)
勤続年数 -0.07(0.07) -0.07(0.07) 0.01(0.06) 0.01(0.05)
男性ダミー（男性=1, 女性=0） 0.00(0.06) 0.00(0.06) -0.08(0.05) -0.06(0.05)
結婚ダミー（既婚=1, 未婚=0） -0.01(0.06) -0.01(0.06) 0.00(0.05) 0.00(0.04)
業績ダミー（エリート層=1, 一般層=0） -0.02(0.06) 0.07(0.05) 0.16(0.07) *
職務満足度 -0.55(0.05) *** -0.54(0.06) ***
包摂性の風土 -0.07(0.05) -0.07(0.05)
評判低下コスト -0.14(0.05) ** -0.12(0.05) *
サンクコスト -0.13(0.05) ** -0.14(0.05) **
職務満足度×業績ダミー 0.10(0.07)
包摂性の風土×業績ダミー -0.12(0.05) *
評判低下コスト×業績ダミー 0.11(0.06) †
サンクコスト×業績ダミー 0.04(0.04)
決定係数 0.08 0.08 0.44 0.47
F (df ) 5.36(5,330) *** 4.48(6,329) *** 26.05(10,325) *** 20.22(14,321) ***
調整済み決定係数 0.06 0.06 0.43 0.45
Δ決定係数 0.00 0.37 0.32
ΔF (df ) 0.17(1,329) 54.06(4,325) *** 3.59(4,321) **

Note1: N  = 336

Note2: † p < .10, * p < .05, ** p < .01, *** p < .001

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
β  (s.e.) β  (s.e.) β  (s.e.) β  (s.e.)

表 3　階層的重回帰分析の結果
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になって転職に踏み切れないということを示唆
する。このことはまた，逆に言えば，転職に伴
う社会的なコストを減らすことで，転職できる
者とできない者との差を軽減できる可能性を示
唆している。

以上の通り，本研究では，エリート層の転職
意図を調整する社会環境要因として，組織風土
や社会的コストの効果を明らかにすることがで
きた。従来の研究で扱われた調整要因は給与や
ボーナスといった金銭的要因に限られており，
本研究の結果はこの領域に新たな知見を提示す
るものといえる。ただし，上記の仮説は支持さ
れた一方で，仮説 1，仮説 2，仮説 4-2 は支持
されなかった。この点については，最後に限界
として解釈を行う。

5.2　流動性研究への示唆
本研究では離職意図についての検討を行っ

たが，社会心理学における関連概念として関
係 流 動 性（relational mobility; Yuki, Schug, 
Horikawa ほか , 2007）が挙げられる。関係流
動性とは「ある社会において，必要に応じて新
しいパートナーと関係を結ぶことができる機会
の多さ」であり（Yuki et al., 2007），社会的価
値（social value），すなわち社会的に評価され
る能力や魅力の高い者ほど流動性を活用すると
いう知見がいくつかの先行研究で示されてい
る。

例えば，Iwatani et al.（2018）は大学の軽音
楽サークルを対象に調査を行い，サークルを

「社会」として見立てた上で，社会制度（サー
クルの制度）や個人の社会的価値（この文脈で
は演奏技術）と，個人レベルでの流動性（サー
クル内で所属バンドを変更した回数）の関係を
検討している。結果，流動性の高い「フリーバ
ンド制」のサークル（ライブの度にバンドメン
バーを変更できるサークル）の者は，流動性の
低い「固定バンド制」のサークル（バンドメン
バーが原則として固定されているサークル）の
者よりも個人レベルでの流動性（バンドを変更

する回数）が高いという，社会制度による個人
の流動性の違いが見られた。さらに，音楽歴
の長い者ほど個人の流動性が高いことが分か
った。音楽歴の長い人ほど演奏技術が高いも
のとして考えると，以上の結果は社会の流動
性（＝サークルの制度）のみが個人の流動性を
決定するのではなく，その社会における個人の
社会的価値（＝演奏技術）によって社会の流
動性を活用できる程度が変わることを示唆し
ている。さらに，Sznycer, Takemura, Delton
ほか（2012）の研究でも，問題解決や処理能
力の高さ（resourcefulness）・交友関係の広さ

（social connections）・ 身 体 的 魅 力（physical 
attractiveness）といった社会的価値の高い者
ほど流動性が高いことが示されている。

しかし，これらの研究は個人の社会的価値と
流動性の関連を示すにとどまっており，両者の
関係を調整する要因については検討できていな
い。本研究の結果から，エリート層と一般層と
の離職意図の違いが大きい状況として，包摂性
の風土の低い場合や転職に伴う評判低下のコス
トが大きな場合が挙げられることが分かった。
今後は包摂性の風土や評判低下コストといった
調整要因を考慮しながら，個人の社会的価値と
流動性の関係を検討することで，社会心理学に
おける流動性研究の発展につながるだろう。

5.3　社会階層研究への示唆
本研究の結果は日本社会という同一の労働市

場にいる人々の間でも，そこでの職務遂行能力
の高さによって，当該個人を取り巻く環境の流
動性が異なることを示唆している。

評判低下コストと業績の交互作用に関する結
果（仮説 4-1）を考慮すると，エリート層は評
判低下のコストを恐れずに転職し，新天地で新
たな人間関係を築けるので，評判低下のコスト
はますます小さくなる。その一方で，一般層は
評判低下のコストを恐れて元の人間関係に留ま
るので，閉じられた人間関係の中で評判が低下
することのコストが一層高まると考えられる。
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こうした循環関係の帰結として，個人の周囲の
環境の流動性は，その個人の能力に応じて一層
その差が開いていく。

さらには，エリート層と比べて一般層は評判
低下による排斥を恐れ，自分が今いる職場にお
ける規範からの逸脱を控えると予想される。実
際に，Piff, Stancato, Cote ほか（2012）は関連
する知見を示しており，社会階層の低い者（年
収や主観的地位の低い者）ほど非倫理的な行動
をとらないことが示されている。もちろん，彼
らの研究は社会階層に焦点を当てているという
点で，個人の社会的価値に焦点を当てた本研究
とは異なると言える。しかし，エリート層のサ
ンプルほど年収や主観的業績が高いという本研
究の結果を考慮すると，社会階層と社会的価値
の間には関連があり，本研究の知見を社会階層
の分野に応用できる可能性を示している。すな
わち，社会階層の高い者ほど非倫理的な行動を
とるメカニズムに関する Piff ら（2012）の先行
研究では，価値観やパーソナリティといった個
人要因の差異に原因を求めているのに対し，本
研究の知見からは社会階層の高い者ほど外集団
への移動が容易であり評判低下に伴うコストが
小さいことが原因であるという，環境要因の差
異にも焦点を当てた新たな解釈も可能となる。
社会階層の高低が個人の流動性の違いを生み出
すという新たな発想に立って検討を行うことに
より，社会階層によって様々な行動・心的傾向
が異なるという先行研究（e.g., Grossmann & 
Varnum, 2011; Pepper, Corby, Bamber ほ か , 
2017; Piff et al., 2012; Piff, 2014; Stellar, Manzo, 
Kraus ほか , 2012）に対して，そのメカニズム
の説明を提供できる可能性があるだろう。

5.4　現実問題への示唆
本研究の結果は労働市場における流動性をめ

ぐる問題に対する示唆をもたらすと考えられ
る。近年は転職入職率の上昇（内閣府，2016）
を目標とした政策が進められているが，その恩
恵を最も受けられるのは，自社以外でも通用す

る能力やスキルを有する，いわゆるエリート層
だと推測できる。しかし本研究の結果を考慮す
ると，そうした人材へのアプローチに加えて，
一般層の従業員への支援策の重要性が示唆され
る。なぜなら，包摂性の風土が低い職場におい
ても一般の従業員は転職によって自身を取り巻
く環境を変更する選択が取られにくいという本
研究の結果から，このような社員は職場の不満
を自らの内にためこんでしまうことや，あるい
は不満をきっかけに職場でのモチベーションを
低下させることなどが派生すると予想されるた
めである。実力をもって働く環境を主体的に変
更できる，エリート層の社員はよいが，彼らは
あくまでも労働市場のうちの限られた割合にと
どまることから，「一般労働者」，言い換えれば
労働市場のマジョリティに対して配慮した制度
設計が求められる。例えば，転職によるキャリ
ア開発支援とともに，転職をしない従来型のキ
ャリア開発支援（e.g. 雇用の安定化，社内での
研修実施，他社への出向経験を通じたスキル向
上）も並行して行われるべきであろう。あるい
は，より広い一般の従業員層が転職を容易にで
きるようにするために，「転職に求められる能
力」を育成する支援策（e.g. 他社でも通じるス
キル育成）を広く実施し，転職しやすい市場を
整えるだけではなく，個々の人材が転職に向く
人材となるような支援も必要だろう。

また，エリート層の離職を食い止めるため
の施策に対しても示唆を与えると考えられる。
Trevor et al.（1997）や Salamin & Hom（2005）
や Nyberg（2010）の研究からは，給与やボー
ナスの上昇が離職の抑制に与える効果は高業績
者に対して大きいということが示されていた。
そのため，高業績者のリテンション率を高める
ためには，給与やボーナスを上昇させることが
一つの施策となる。しかし，この施策は会社の
業績による制約を受けると考えられ，景気や会
社の業績によってはこの施策を実行することは
困難になる。それに対して本研究の知見から，
包摂性の風土を高めることが高業績者の離職抑
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制の施策となりうることが示唆された。給与や
ボーナスの上昇のように直接的な金銭的インセ
ンティブを必要としない施策，すなわち包摂性
の風土という心理・社会的な要因の影響を示し
た点で，実践的にも意義がある知見と言えるだ
ろう。

5.5　本研究の限界
以上のように本研究には一定の意義があるも

のの，いくつか方法面などで限界がある。一つ
目の限界は，本研究における「一般層」とさ
れる層の選定方法である。本研究では 22 歳か
ら 59 歳の会社員を対象とした調査の回答者を
一般層として扱ったが，一般層の中にもエリー
ト層の回答者が含まれている可能性もある。ま
た，エリート層と一般層を異なる調査サンプル
間で比較したことによって，業種や企業規模等
の職務環境の差異を統制することができなかっ
た点にも課題が残る。今後は，調査対象者の選
定や調査方法を改善し，エリート層とそうでな
い層の比較をより適切に行う必要がある。

なお，本研究では業績の指標として客観的な
業績を採用した際には仮説 3，仮説 4-1 は支持
された一方で，主観的な業績を採用した際には
それらの仮説は支持されなかった（注 2 参照）。
日本人は自己卑下傾向があるため（e.g., Heine 
& Lehman, 1999），エリート層であっても自ら
の業績をより控えめに回答している可能性があ
る。すなわち，主観的業績が回答者自身の業績
を正確に反映していない可能性を排除しきれ
ず，今後の研究においても可能な限り客観的な
形で業績を測定することが望ましいと考えられ
る。

また，従属変数として行動レベルの測定を行
っておらず，意図レベルの測定にとどまってい
た点も本研究の限界の一つである。何故なら
ば，実際の行動レベルではエリート層とそうで
ない者との差異があったとしても，意図レベル
では両者に差異が見られない可能性があるため
である。例えば仮説 2 が支持されなかったとい

う結果から，エリート層もそうでない者も同様
に現状の職務満足度が低くなるにつれ離職の意
図を高めたことが分かるが，だからといって両
者とも離職意図を成就させ離職を叶えることが
できるとは限らない。エリート層には他社から
のオファーがあると仮定すると，彼らは意図レ
ベルのみならず行動レベルでも離職を叶えるこ
とができる一方，一般層は意図レベルでは離職
への意欲があっても，実際に離職を成就させる
ことができないという可能性もある。本研究で
は仮説 1，仮説 2，仮説 4-2 は支持されなかっ
たが，行動レベルの測定を通じてより精緻な検
証を行う必要があるだろう。

また，質問項目についても幾つか改善すべき
点がある。例えば，「移動に伴う評判低下のコ
スト」や「サンクコスト」は独自に作成した項
目で測定を行っているため，妥当性が低い可
能性がある。また，「主観的業績」については

「1：最小」から「5：最大」の 5 件法で回答を
求めたが，オリジナルの英語尺度（Robinson, 
1996）に用いられた「1：poor」「5：excellent」
の訳語として適切でなかったことに加え，比較
対象を明記しなかったため回答が難しかった可
能性も否定できない。今後，各尺度の信頼性と
妥当性を一層高めていく必要がある。
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注
１	ただしこの調査は業績が中程度の人をサンプリン

グしたものではなく，調査対象は一般の会社員で
ある。従って，その中には業績の高い者も含まれ
ている可能性がある。

２	以上の分析のように，本研究では業績の高さを本
人の主観に頼らず，社内での人事評価というより
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客観的な指標で評価することを重視してサンプル
間比較という方法を用いた。しかし一方で，この
方法にはエリート層か一般層かという二値での測
定にとどまるという限界もある。そこで，試みに
両サンプルをひとまとめに扱い，連続量によって
測定された個人の主観的業績を変数とした追加分
析を行うことで，結果の一貫性を確認することを
目指した。まず，Trevor et al.（1997）が主張す
るように，離職意図と主観的業績とが U 字型の関
係になっているかを確認するために，離職意図を
従属変数，主観的業績，「主観的業績の 2 乗」を
独立変数とした重回帰分析を行った。その結果，
主観的業績の低い者ほど離職意図が高いことが分
かった一方（β = -.15, p < .01），「主観的業績の 2
乗」は離職意図と関連が見られず（β = .03, n.s.），
主観的業績と離職意図との間に U 字の関連は見ら
れなかった。そこで，「主観的業績の 2 乗」をモ
デルに加えず表 3 の業績ダミーを主観的業績に変
えて階層的重回帰分析を実施した。その結果，第
1 ステップから第 2 ステップにかけて，あるいは
第 2 ステップから第 3 ステップにかけて決定係数
の有意な上昇が見られたものの（順にΔ F(1, 329) 
= 6.44, p < .05,Δ F(4, 325) = 50.79, p < .001），第
3 ステップから第 4 ステップにかけては決定係数
の有意な上昇は見られなかった（Δ F(4, 321) = 
.54, n.s.）。以上より，仮説は全て支持されなかっ
た。主観的業績を用いた検討で仮説が支持されな
かった理由については，考察部分で検討する。
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